
2 0 0 9 年 1 1 月 1 1 日

成長軌道への回帰と１２成長軌道への回帰と１２VisionVisionの実現に向けての実現に向けて

社長社長 松本松本 正義正義

長軌 帰長軌 帰 実実

社長社長 松本松本 正義正義



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
20092009年度上期年度上期 連結業績連結業績

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

前年対比では、需要減少に加え、円高・銅価下落もあり△35％の大幅な減収、

営業利益は△70億円の赤字営業利益は△70億円の赤字 。

公表対比では、自動車・エレクトロニクス関連の需要回復とコスト削減が進み、赤字幅が改善。

08年度上期 09年度上期 09年度上期 09年度上期 前年比

（単位：億円） 実 績 年初公表 9/25 修正公表値 実 績 増減率（単位：億円） 実 　績 年初公表 9/25 修正公表値 実 　績 増減率

12,478 7,900 8,100 8,123 ▲35% 

492 ▲300 ▲100 ▲70

売 上 高

営 業 利 益 492 ▲300 ▲100 ▲70 -- 

営 業 外 損 益 158 ▲30  -- 31 -- 

650 ▲330 ▲130 ▲39

営 業 利 益

経 常 利 益 650 ▲330 ▲130 ▲39 -- 

特 別 損 益 ▲35 0  -- ▲58 -- 

615 ▲330 ▲97

経 常 利 益

税 引 前 利 益 615 ▲330 -- ▲97 -- 

397 ▲220 ▲140 ▲97 -- 当 期 純 利 益

税 引 前 利 益
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FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
営業利益の増減益要因営業利益の増減益要因 ～～20082008年度上期年度上期/2009/2009年度上期年度上期

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

構造改善対策やコスト低減が進んだものの、需要減少が大きく、営業赤字に転落。

492億円 価格低下棚卸低価法
(%)は営業利益率

資材価格

含価格転嫁

+46

特殊費用

+46
+29 (%)は営業利益率

(3.9%)

△164 +46

【2009上期】

【2008上期】

△70億円

(△0.9%)

コスト低減

為替
（平均レート

106円/＄→96） 構造改善

+232

売上数量

数理差異

106円/＄→96）

△41

構造改善

効果△890

+197△17
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FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
200200９年度上期９年度上期 セグメント別業績の概要セグメント別業績の概要

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result
自動車・エレクトロニクスを中心に需要が回復し、営業利益は年初公表値△300億円から大幅に改善し△70億円。

売上高

営業
売上高
（億円）

営業利益
（億円）

12,478

5,76910,000

12,000

500

600

営業

利益

（億円） （億円）

492

1 340 3,300 3,494

244
8,000 400

自動車

情報通信

自動車

情報通信

7,900 8,123

2 998

1,057

700 727

1,340

1,300 1,290

3,300 ,

65

52
2

4,000

6,000

200

300

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

電線 機材

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

情報通信

1,742 1,000 1,039

2,998

1,900 1,836

700 727

132

65

0

2,000

0

100

産業素材
他

電線･機材
･ｴﾈﾙｷﾞｰ

産業素材
他

電線･機材
･ｴﾈﾙｷﾞｰ

情通8情通0

△ 34
△ 65

△ 30
△ 35

△ 31-2,000

0

-100

0

2008年度上期
実績

他

連結消去 △428

他
△3 △300 △263

△70
エレ△2

電エネ△11

△ 170

-6,000

-4,000

-300

-200
実績

2009年度
上期実績年度上期

△300

3

上期実績2009年度上期
年初公表



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
200200９年度９年度 連結業績予想連結業績予想

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

下期営業利益は、円高や 情報通信関連の補正予算削減の影響もあり、年初450億円→今回400億円に修正。

年間営業利益は、上期改善により 年初 150億円→今回 330億円。

2008年度 2009年度 2009年度 前年比 公表対比

（単位：億円） 実 績 年初公表 予 想 増減率 増減率

下期前提： 為替 90円/＄,130円/€ 銅 建値55万円（LME5500＄）

（単位：億円） 実 　績 年初公表 予 　想 増減率 増減率

売 上 高 21,220 17,800 18,000 ▲15% ＋1% 

営 業 利 益 235 150 330 ＋40% ＋120% ※※

経 常 利 益 378 170 400 ＋6% ＋135% 

当 期 純 利 益 172 100 130 ▲24% ＋30% 

設 備 投 資 額 1 316 800 820 ▲38% ＋3%設 備 投 資 額 1,316 800 820 ▲38% ＋3% 

減 価 償 却 費 1,082 1,000 1,000 ▲8%  - 

研 究 開 発 費 730 730 750 ＋3% ＋3% 

Ｒ Ｏ Ａ 1.6% 1.1% 2.3% ＋0.7% ＋1.2% 

Ｒ Ｏ Ｅ 1.9% 1.1% 1.5% ▲0.4% ＋0.4% 

※ＲＯＡ 営業利益／期中平均使用資本

※

　※ＲＯＡ=営業利益／期中平均使用資本

上期 △300 △70

下期 450 400

※
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FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
営業利益の増減益要因営業利益の増減益要因 ～～20082008年度年度/2009/2009年度年度

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

売上数量は大幅な減少となるが、構造改善効果・コスト低減により営業利益は330億円を確保。

(%)は営業利益率

235億円 資材価格

含価格転嫁

330億円

構造改善効果
+63

+88

時価評価損

棚卸低価法

(1.8%)

( )

含価格転嫁

△

売上数量

＋75

+74特殊費用(1.1%)

【 年度【2008年度】

価格低下

△306 ＋75

【2009年度

今回予想】

【2008年度】

＋485

コスト低減

為替
（平均レ ト

数理差異

（平均レート
101円/＄→93）

△731

5

△8△61 ＋416



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
営業利益の増減益要因営業利益の増減益要因 ～～20092009年年 年初公表年初公表//今回公表今回公表

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result
年初公表対比では、売上数量の増加、コスト低減が想定以上に進んだことから、

営業利益は＋180億円の330億円の見込み。 (%)は営業利益率

330億円

＋114
(1.8%)＋11

為替

（平均レート

構造改善効果

150億円

＋102

スト低減

95円/$→93）

△15億円
価格低下

コスト低減△15

(0.8%)

資材価格

含価格転嫁

売上数量△30 △2

6

【2009年度 今回予想】【2009年度 年初公表】



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
営業利益の増減益要因営業利益の増減益要因 20082008年度上期～年度上期～20092009年度下期年度下期

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result
09年下期は08年上期並みのレベルに回復。

492億円 (%)は営業利益率

400億円

(4.0%)

(3.9%)

△20 コスト
削減他

売上増減

売上増減

△660
為替・

制度変更

+411
+79

【2008年度上期】 【2009年度

【2009年度上期】【2008年度下期】

【2008年度上期】 【2009年度
下期予想】△70

(△0.9%)

構造改善効果
コスト削減他

△257

コスト
削減他

+53為替・
制度変更

△142

為替・
制度変更

159

+422(△2.9%)

売上増減

削減他 +159
△394
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FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
20092009年度年度 セグメント別業績予想の概要セグメント別業績予想の概要

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result
営業利益は、年初計画対比 自動車・エレクトロニクスを中心に改善。産業素材も黒字確保。

30,000
25,000 1,000情報通信自動車 エレクトロニクス

2 00

21,220

17,800 18,00020,000 800

情報通信

電線・機材・エネルギー

自動車 ク ク

産業素材他
売上高 連結消去

9,171

7,400 7,750

2,100
,

15,000 600

1,829

2,750

2,900 2,850
33010,000 400

営業
利益

・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・
5,361

4,300 4,050

1,600 1,650235

150

11
50

115 65

61
170

05,000 200

利益

自動車

産業素材

2,821 2,200 2,250
24

△30

89 10 45 5
55 45

0 0

△712 △600 △550

産業素材

1 2008年度に償還予定の第6回無担保転換社債が2007年3月31日時点で473億円あり、当該転換社債の普通株式への転換による影響を加味している

-5,000 -200 

ROE                  1 9%             1 1%      1 5% 10 0% 
営業利益率 1.1%            0.8%    1.8%                      7.0%

2008 2009(年初公表) 2009(今回予想)
2012 目標

(12 VISION)

8

ROE                  1.9%             1.1%      1.5% 10.0% 



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt

12Vision12Vision達成に向けて達成に向けて ～成長軌道に戻るために～～成長軌道に戻るために～

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

構造改善対策・体質強化策の継続実施

・身の丈にあった組織とコスト構造の再構築・身の丈にあった組織とコスト構造の再構築

・内部固めの拡大と深耕

・教育再武装運動の強化・教育再武装運動の強化

成長に向けた重点テーマ

１．新興国対応１．新興国対応

・旺盛な自動車関連需要捕捉

・電力・通信網などのインフラ需要の捕捉

２ インフラ需要の捕捉２．インフラ需要の捕捉

・中近東、アジアなどの電力関連需要や光ﾌｧｲﾊﾞ・ﾈｯﾄﾜｰｸ機器など通信関連需要の捕捉

・橋梁・高速道路など、建設需要の確保

境対応３．環境対応

・低燃費車に向けた製品開発・拡販（軽量ハーネス、HEV・EV向け高圧ハーネスなど）

・再生可能エネルギー関連商品の開発・拡販

9

・超電導、ﾊﾟﾜｰﾃﾞﾊﾞｲｽなどの環境関連技術の開発・事業化



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
構造改善策の進捗状況構造改善策の進捗状況

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

上期の構造改善効果は経費削減が進み、年初計画を上回る（+11億円： 年初221→実績232）。

下期は年初計画並を予測し 年間の構造改善効果は485億円となる見込み下期は年初計画並を予測し、年間の構造改善効果は485億円となる見込み。

上期 下期 年間

年初計画 実績 年初計画 見込み 年初計画 見込み

人員削減
人件費減

133 134 142 142 275 276

経費削減
生産拠点再編 88 98 111 111 199 209生産拠点再編
減損効果他

88 98 111 111 199 209

合計 221 232 253 253 474 485

10



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt

20092009年度年度 コスト低減の推進コスト低減の推進 ～～ 設備投資削減と減価償却費見通し設備投資削減と減価償却費見通し
FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

1 400

09年設備投資は△496億円減少（△38%）。減価償却費も △82億円（△8%）の減少見込み。

設備投資 △496

1,200

1,400
単位：億円 減価償却

設備投資

1069 1082

1218 1199
1219

1316 △496

696
1,000

872

998

1069 1082
1000

820
727 691 729

330

800

自動車

820

12092 98 75

91

145

330

400

600
自動車

情通

227 226

72 78 95
183

150

100 139 109
95

200

400

電ｴﾈ

エレ

227 193 211 226
100

0

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

産業素材

11



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
成長戦略成長戦略 –– 自動車セグメント自動車セグメント

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

11,994
12 000 1 000

売上高 東海ゴム他（07年下期ブレーキ事業譲渡)ハーネス

売上高／営業利益（億円） 自動車セグメントの主要課題と進捗状況

営業利益

主要課題

10,959

9,171

7,750

8 680580

745

580
8,000

10,000

12,000

700

800

900

1,000

①ハーネス・グローバルシェア25%の達成

日系 ：重要車種、世界戦略車の確実な受注、

新興市場(BRICs等)での受注獲得

非日系 営業及び海外拠点の強化 民族系への対応強化

5,731

7,718
8,680

6,552

580580

4,000

6,000

300

400

500

600
非日系：営業及び海外拠点の強化、民族系への対応強化

(2012年シェア15%獲得)

他メーカーからの転注対応

②事業運営の効率化と総原価低減

2,019
3,314

2,619
3,241 61

170

0

2,000

0

100

200

2007 2008 2009予想

②事業 営 効率 総原価低減

東欧→北アフリカ、北米→ｱｾｱﾝなど、低コスト地域への

工場移転・生産移管の促進

③新製品・新技術開発：小型軽量、環境対応、ネットワーク化等2006

ハーネス当社受注台数 世界シェアの見通し

軽量化（銅・ステンレス複合導体、アルミ電線、ｺﾈｸﾀ小型化）

HEV・EV向けの床下ｹｰﾌﾞﾙ、高圧ｹｰﾌﾞﾙ、ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝ、電池廻り部品等

ＰＯＷＥＲ ＆ ＬＡＮ（住友ｸﾞﾘｰﾝﾊｰﾈｽ）の開発

進捗状況

2,000

25世界シェア
25%

進捗状況

非日系受注活動強化

09年:ﾙﾉｰ、PSA(ﾌﾟｼﾞｮｰ･ｼﾄﾛｴﾝ)、FORD 新規車種円滑立上

需要環境に見合った生産体制の構築、人当たり生産性の向上

1,500

万
台 15

20

25

その他

欧州

世界シェア

21%
22%

23%

需要環境 見合 産体制 構築、人当 り 産性 向

北米⇒ｱｼﾞｱへの生産移管促進（調達比率約60％へ）、東欧生産縮

小、アフリカ生産シフト推進

HEV車向け高圧ハーネス、周辺製品の開発・受注強化
500

1,000
台
/
年

5

10

北米

アジア

日本

12

アルミ電線の量産開始

0

08年 09年 10年 12年

0

日本



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
世界の自動車需要の予測世界の自動車需要の予測

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

20.0 

世界の自動車生産予測 （CSM Worldwide 09/10/5）

百万台/四半期
年

上期 下期
年間

百万台
暦年ﾍﾞｰｽ (前年増減)生産台数比較

17.8  17.9 

15 7

18.0 

アジア他

ヨーロッパ

北米

日本

点線・・・ 前回予想（09/4月）

実線・・・ 今回予想（09/10月）

年
[1-6月] [7-12月]

年間

08年
実績

35.7 29.7 65.4

5.6  5.8 

5 3

15.7 

14.0 

13.1 
13.6  13.6 

14.2  14.4 
15.0 

14.5  14.3 
14.0 

16.0 
09年
年初予想

(△32%)

24.3
(△6%)

28.0
(△20％)

52.3

09年 (△29%) (△2%) (△17%)5.3 

5.0 

5.1  5.9 
5.4 

5.8  5.6 
5.8 

5.5 
5.7 

11.2 
11.6 

10.0

12.0 

各国の購入支援策などにより、

年初 想 需 復（ ）

09年
今回予想

(△29%)

25.2
(△2%)

29.2
(△17%)

54.4

5.8  5.9 

4.8 

4.0 
4 3

4.3  4.3 
4 0

4.7 
5.0 

8.0 

10.0 
年初予想比、需要回復（△20%→△17%）。

下期は、年初28.0百万台→今回29.2

3.5 
3.5  3.0 

2.7 
2 4

2.2 2.7  2.3  2 4

3.4  3.4 

4.2 
4.3 

4.0  4.1  4.3  4.0 

4.0 

6.0  （+4%）と年初比で需要増加を見込む。

シェア面では、欧米などの自動車部品

2.9  2.7  2.7  2.4 
1.5  1.5  1.6  1.6  1.9  2.0  2.3  2.1  2.4  2.1 

1.7  1.7 
2.1  1.8 

2.2  2.4 
2.2  2.4 

0 0

2.0 
メーカーの倒産や財務体質悪化から、

カーメーカーの、他サプライヤーから当社

への転注が増加。

13

0.0 

08/
1-3

08/
7-9

08/
10-12

08/
4-6 09/1-3 09/4-6 09/7-9 09/10-12 10/1-3

（売上寄与は2010年度以降）



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
新興国市場への取り組み①新興国市場への取り組み① 中国中国

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

中国自動車生産台数は09年 1000万台を突破し、世界一へ

・当社は、VW、日系向を中心に、中国シェアは推定19%(09年)

中国乗用車

販売ｼｪｱ

＜今後の取組＞

・上海テクニカルセンターを活用し、市場調査・部品現地調達推進

族 向 売

第一汽車 天津一汽トヨタ

天津津住

販売ｼ ｱ

09年1-9月
・民族系向けｺﾈｸﾀの販売開始

・(2010年より)中国生産の

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車向けWH受注
集団

北京現

一汽大衆（ＶＷ）

長春ＢＮ

ﾊｲﾌ ﾘｯﾄ 車向けWH受注

出典：日経新聞
ｵﾚﾝｼﾞは日系

上海汽車
東風汽車

北京現
代汽車

恵州住成

東風ホンダ武漢住電
奇瑞汽
車

蘇州住電

東風日産

上海汽車

集団
集団

長安汽
車集団重慶長安スズキ 上海大衆（ＶＷ）

蘇州ＢＮ

車

広州汽車

集団
広州ホンダ

広州トヨタ

恵州住潤電装

恵州住電電装
重慶津住

連結子会社

持分法適用他

14※電線、部品など複数の会社に分かれている場合省略している。

恵州住潤電装持分法適用他



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
新興国市場への取り組み②新興国市場への取り組み② インドインド//ブラジルブラジル

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

インド市場の取り組み ブラジル市場の取り組み

ｲﾝﾄﾞではｽｽﾞｷ(ﾏﾙﾁｽｽﾞｷ)が
08年度ｶｰﾒｰｶｰｼｪｱ 08年度ｶｰﾒｰｶｰｼｪｱ ﾊﾞｲｵ燃料主流により日系ｶｰﾒｰｶｰは

ｽｽﾞｷ

ﾏﾋﾝ

ﾄﾞﾗ 販売台数 販売台数

ｲﾝﾄ ではｽｽ ｷ(ﾏﾙﾁｽｽ ｷ)が、

約50%の高ｼｪｱ。

当社顧客は、ｽｽﾞｷ、現代、

日系ｶｰﾒｰｶｰに 高シェア

ｲｵ燃料主流により日系ｶ ﾒ ｶ は

出遅れも、巻き返しに注力中。

当社顧客は Fiat、日系２輪・４輪

当社推定シェアは12%(08年)。
ｽｽ ｷ

現代

タタ

ﾄ ﾗ 販売台数

155万台

販売台数

282万台

日系ｶ ﾒ ｶ に、高シェア。

当社推定シェアは 59%(08年)。

＜今後の課題＞

ｽｽﾞｷ・現代向けのｼｪｱｷｰﾌﾟ

当社推定シ アは %(08年)。

＜今後の課題＞

・日系カーメーカーシェア拡大

・VW他新規顧客向けシェア獲得代 ｽｽ ｷ 現代向けのｼｪｱｷ ﾌ

現地資本ｶｰﾒｰｶｰ向けｼｪｱｱｯﾌﾟ

製造拠点ｲﾝﾄﾞでの製造・営業拠点

日系 日系

他新規顧客向けシ ア獲得

・客先の近隣国進出(ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ等)

に対応し、需要捕捉

製造拠点

営業拠点

ｲﾝﾄ での製造 営業拠点

マナウス周辺
（ホンダ・ヤマハ）

ムンバイ周辺
（FIAT、マヒンドラ、タタ）

ﾃﾞﾘｰ周辺
（スズキ/マルチ、ホンダ）

ﾞ ｶﾞ

チェンナイ周辺
（現代、日産） サンパウロ周辺

（ホンダ・トヨタ・ＦＩＡＴ）

製造拠点

営業拠点

15

ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ周辺
（トヨタ） ※ｲﾝﾄﾞ拠点は、現地資本との

JVで、主に持分法適用会社
ブラジルでの製造・営業拠点



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
ワイヤーハーネスの技術注力テーマワイヤーハーネスの技術注力テーマ

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

床下ケーブル床下ケーブルパワーケーブルパワーケーブル 充電コネクタ充電コネクタバスリングバスリング

HEV/EV（高圧品）トップメーカーに向けて、ケーブルに加え、充電コネクタ、電池周りへ参入

電池パック電池パック

HEV/EV
（高圧関係）

AC100V

関連関連

軽量化技術・低コスト部品 AC100V
/200V

軽量化技術・低コスト部品
燃費向上に寄与する軽量化技術と

低価格車向け高コストパフォーマンス製品の開発

電力・信号
分配機器

アルミ電線アルミ電線

・ｱﾙﾐﾊｰﾈｽ（銅の30%）
高信頼性接続技術

低コスト電線
低コスト部品低コスト部品 高速高速LANLAN用機器＆ｹｰﾌﾞﾙ用機器＆ｹｰﾌﾞﾙ

・低コスト電線
←ﾊﾛｹﾞﾝﾌﾘｰ電線
PVC電線など

ネクタ類

高高 用機器用機器
Power
& LAN

16

・コネクタ類
機電一体型
ｺﾈｸﾀなど 光ﾘﾝｸ&光ﾌｧｲﾊﾞ高速LAN用ｹｰﾌﾞﾙ

民生技術を
車載用に展開



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
成長戦略成長戦略 –– 情報通信セグメント情報通信セグメント

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

4,000 300

ファイバ・ケーブル他 光・電子デバイス(09年より住友電工ﾃﾞﾊﾞｲｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ含む)

コミューチュア その他(07年以降ネットマークスは対象外)
売上高

ネットワークシステム

売上高／営業利益（億円）

営業利益

情報通信セグメントの主要課題と進捗状況

主要課題

①価格競争力の強化、コスト低減

915

803

3,331

2,756
2,850

2,7503,000

200

250

① 競 強 、 減

②海外ブロードバンド・FTTH関連需要の捕捉、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ事業展開

(欧州、米国、中国、アジア)

③光部品(光通信用ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ)：シェア拡大、10G製品群拡充

④NGN(次世代ネットワーク)対応ネットワーク機器、無線関連製品の開発・拡販

865

419

357 521 437

486

871 790
803

306

337
309126

81

2,000

100

150

進捗状況

光ファイバ

国内需要停滞に対応し、拡大中の中国・インド等での需要捕捉

中国で富通と合弁会社を設立、生産能力拡充と中国全土での販売強化

杭州に光 イバ 母材製造会社を設立（ 010年 月稼働予定）

826

325 316 340

866 814 784

6550

0

1,000

0

50

2007 20082006

杭州に光ファイバ・母材製造会社を設立（2010年9月稼働予定）

成都に光ケーブル製造会社を設立（2008年12月稼働）

香港に持株会社を設立（華南地区既存２製造会社を統括）

Nexans光ケーブル子会社（ﾍﾞﾙｷﾞｰ､2008年12月出資）との拡販促進

光・電子デバイス2009予想

ネットワーク機器の売上推移

07年を100とした場合

光・電子デバイス

ﾕｰﾃﾞｨﾅﾃﾞﾊﾞｲｽ(富士通とのJV｡以下EUD社)を2009年4月に100%子会社化。

8月に当社・EUD社の組織再編を行い、住友電工ﾃﾞﾊﾞｲｽ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

（以下SEDI社）を設立。今後ｼﾅｼﾞｰ効果を追求。

・アクセス系から幹線系までの商品ラインナップを充実146

120

160

73
42

07年を100とした場合

08年3
月NGN

ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ機器

アクセス系から幹線系までの商品ラインナップを充実

・営業を当社に統合し、当社の商流、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾈｯﾄﾜｰｸを活用

・研究を当社に統合し、研究を効率化・加速化

・製造・開発をSEDI社に集約し、製造を効率化

中国蘇州での光通信用コンポーネントの一貫生産開始（08年4月）

100

146
123

40

80

22 30

51 5198 NGN関

連製品

ｻｰﾋﾞｽ
開始

ｸ機器

宅内装置

局舎装置

国内から中国へ生産ｼﾌﾄを進め、コストを低減

ネットワーク機器

NGN関連先行投資は一巡。NGN、無線関連など新製品立上に注力

海外成長市場への参入

を中心 台湾 香港 中 など ジ 中心 拡販

17

0

07年 08年 09年推

2
22

GE-PONを中心に、台湾、香港、中国などアジア中心に拡販



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
光ファイバ・ケーブル事業の取り組み光ファイバ・ケーブル事業の取り組み

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

200
中国では携帯電話用、メタル線置き換えを中心に、

世界光ﾌｧｲﾊﾞ需要の推移

150

百万Kmｆ/年
その他

日本

中国では携帯電話用、 タル線置き換えを中心に、

需要が前年比50％以上の大幅な伸び

⇒ 中国拠点の一層の充実

富通と ケ ブ 製造 販売 層 活用

50

100

北米

欧州

日本
・富通とのケーブル製造・販売ＪＶの一層の活用

・現地母材生産会社の早期立上

（2010年9月稼働予定）

0

50

'06 '07 '08 09

中国

“その他”の地域では、需要が増大する

アジア各国 の拡販を促進‘09予想'06 '07 '08 09

ｴﾘｱ 需要環境 生産拠点 当社状況

アジア各国への拡販を促進

年初予想を見直し

‘09予想

中国 富通ＪＶ他 受注大幅増加。能力一杯まで生産。

北米 ＳＥＬ 需要は△10％強減少。得意製品での拡販進める。

欧州 Ｎｅｘａｎｓ ＪＶ 需要は横ばいも、ＪＶ効果で受注は増加。

日本 横浜、栃木 ＦＴＴＨ加入者が伸びず、国内需要は低迷。輸出は増加。

18

合計 中国需要増加が大きく、全体として受注増。



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
成長戦略成長戦略 –– エレクトロニクスセグメントエレクトロニクスセグメント

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

売上高／営業利益（億円） エレクトロニクスセグメントの主要課題と進捗状況

電子ワイヤー FPC 半導体 その他 営業利益売上高 主要課題

2,230 2,200

1,829
200

2,500

3,500

250

300

電子ワイヤ FPC 半導体 その他 営業利益売 高 主要課題

①成長分野(携帯、液晶、ｽﾄﾚｰｼﾞ、ｹﾞｰﾑ機等)向け製品の強化・拡販

②グローバル営業・生産体制の強化

③高付加価値製品の拡販と主力製品の原価低減

609

751 719

576
488

1,829
1,650

496 585

565

172

1,000

1,500

2,000

100

150

200
④新製品投入と新技術開発

進捗状況
電子ワイヤー

極細同軸は海外搭載モデルが減少 医療等他分野への拡販推進

753 698 549 425
128

609198230
139

11

45

0

500

0

50

2007 2008 2009予想

極細同軸は海外搭載モデルが減少。医療等他分野への拡販推進。

車載タブリード（FC）の円滑な立ち上げと拡販

中国でのｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ向け需要（ﾊﾛｹﾞﾝﾌﾘｰ電線、ｽﾐｶｰﾄﾞ等）の捕捉

総原価低減による競争力確保2006

172 176200

携帯用極細同軸/FPC/半導体売上

FPC
海外営業体制を強化し、外資系顧客への拡販強化

スマートフォン、ゲーム機、HDD向けなど高付加価値品の拡販強化

部品実装・モジュール化ビジネス拡大

74
112

130 138
100

138

172 167 176

100

150

200
(2005(2005年を年を100100とした場合）とした場合） 海外上工程展開（中国他）によるコスト低減

半導体

GaN基板のBlu-Ray向拡販と、ハイパワーLED向け用途の拡大

ｸﾞﾘｰﾝﾚｰｻﾞ用GaN基板の開発促進と、早期ビジネス化

21 21 21 15 20

31 43 39
22 18

48

74 130 138

0

50

100
FPC

極細同軸

半導体

ｸ ﾘ ﾝﾚ ｻ 用GaN基板の開発促進と、早期ビジネス化

携帯電話向けGaAs拡販・シェアアップ

その他

水処理用精密濾過膜モジュールの事業推進

金属ナノ粒子材料事業の早期立ち上げ

19

15 20
0 半導体

20052005 20062006 20072007 20082008 20092009

金属ナノ粒子材料事業の早期立ち上げ



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
FPCFPC事業の現状と取り組み事業の現状と取り組み

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

1 140 1 200
1,400 ()は前年同期比増減率

百万台/年 700
億円/年

FPC 売上推移世界の携帯生産台数予測

1,050 1,063 938

1,140 1,200
1,090

600

800

1,000

1,200
()

一般携帯

496

585 565
609

549600

億円/年

△9%

90 137 1520

200

400

07年実 08年実 09年予想

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

319 250 319
456

496
500

下期07年実 08年実 09年予想

<携帯電話を取り巻く環境>
09年世界携帯生産台数は

イ 成長 （国内市場は ）

244
264

319
287

300

400
下期

マイナス成長△９％ （国内市場は△20％）

一方、ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ市場は続伸+11%

<今後の取り組み> 200

300

・外資系携帯ﾒｰｶｰへの一層の拡販

・増大するｽﾏｰﾄﾌｫﾝ需要の確保

・HDD・ｹﾞｰﾑ機向けの拡販
212 232 266

315 290 262
100

高付加価

値品に特化

上期

HDD ｹ ﾑ機向けの拡販

・上工程海外展開（中国他）によるコストダウン

中国は、委託加工から、独資に転換し、

新工場にて 貫生産化（2010年）

0

05年 06年 07年 08年 09年推 09年年初
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新工場にて一貫生産化（2010年） 05年 06年 07年 08年 09年推 09年年初

⇒ 需要環境厳しいものの、増収予想



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt

GaNGaN基板の製品開発と今後の取り組み基板の製品開発と今後の取り組み
FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

世界初の純緑色レーザー開発

・世界最長波長531nm（純緑色）

Blu-Ray（青紫色レーザ）用途

・市場動向：AV用は漸く販売が増加するも
・緑色領域で任意波長の選択可能

⇒緑色全波長をカバー可能

・高電流下で発信波長変化が小

・市場動向：AV用は漸く販売が増加するも

期待のPC用は伸びず。

・技術動向：顧客歩留向上 チップサイズ小型化
⇒高出力用途に対応

GaN の用途拡大 進捗状況
製品化に向け、開発を加速

技術動向：顧客歩留向上、チップサイズ小型化

⇒Blu-Ray以外へ用途拡大を促進

GaN の用途拡大 進捗状況
・プロジェクタ市場立ち上がりへ対応

・レーザTVなど新アプリ開拓GaN基板優位性（放熱性・導電性=ﾊｲﾊﾟﾜｰ）を
活かし、用途拡大を目指す

レーザディスプレー
イメージ

高出力のｸﾞﾘ ﾝ

活 、用途拡大を目指す
09年5月～

LED用途（機器用白色ﾊｲﾊﾟﾜｰLED）販売開始

ミラー
デバイス

光学系
高出力のｸ ﾘｰﾝ

ﾚｰｻﾞが揃い、RGB３

原色ﾚｰｻﾞ光源が実現

＜今後のLED用途展開＞

赤 R
緑 Ｇ

原 ｻ 光源 実現

液晶ﾊﾞｯｸﾗｲﾄ 高輝度LED照明 自動車用LED
ﾄﾞ ｲﾄ

21

緑 Ｇ

青 Ｂ

液晶 ｯｸﾗｲﾄ
光源用途 ﾍｯﾄﾞﾗｲﾄ



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
成長戦略成長戦略 –– 電線・機材・エネルギーセグメント電線・機材・エネルギーセグメント

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

売上高／営業利益（億円） 電線・機材・エネルギーセグメントの主要課題と進捗状況

導電製品 電力線 巻線 営業利益その他売上高 日新電機住友電設 主要課題

5,948

7,000

450

500
①成熟分野の更なる構造改革と徹底したコスト低減

②中国・インド・中東等、エネルギー関連需要が旺盛な

海外市場への拡販

1 023

1,475
5,018

5,361

5,000

6,000

350

400

450 海外市場 の拡販

③自動車・エレクトロニクス市場への製品展開

④エネルギー・資源・環境分野での新規事業開拓

進捗状況

622
584

1,349

1,023

524

4,050

4,000

250

300

350 進捗状況

アジア、中東の電力インフラ需要捕捉と生産体制確立

インドにて、JPS（当社50％：持分法適用会社）と現地資本との

合弁会社設立（2008年1月設立 2010年稼働予定）

1,274

669

600 426

1 315

1,478 1,101

119

187

2 000

3,000

150

200

250 合弁会社設立（2008年1月設立、2010年稼働予定）

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱでもJV設立( 2009年7月設立 2011年稼働予定)

再生可能エネルギー（太陽光・風力など）の活用、電力効率化

に向け 関連製品の開発 拡販

621 1,097 880

1,200

1,368

1,373
1,315119

89

451,000

2,000

50

100

150 に向け、関連製品の開発、拡販

ＨＥＶ向等、高強度、高電圧対応巻線の開発と市場投入

巻線需要減に対応した生産体制の見直しとコスト低減

ハイブリ ドカ 搭載電池用セルメ トの生産能力増強

427 379 241 351

621

0 0

50

2007 2008 2009予想

ハイブリッドカー搭載電池用セルメットの生産能力増強

鉄道需要の増加に応じた、空気ばね、トロリ線の拡販

エレクトロニクス分野向け熱制御デバイス事業化

ブ

2006
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超電導ケーブル、超電導応用機器の研究開発と実用化



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt

再生可能エネルギー、電力効率化への取り組み再生可能エネルギー、電力効率化への取り組み
FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

大規模発電

既存製品に加え、再生可能エネルギー ・ 電力効率化に向けた製品展開を促進

家庭
直流（DCC ）ケ ブ

ｿｰﾗｰ用電線 送配電網

メガソーラー

大規模発電 直流（DCCV）ケーブル（JPS）
ｿ ﾗ 用電線
（Box WH）

直流送電により、

ﾛｽ低減

送配電網

双方向

工場

家庭用からﾒｶﾞｿｰﾗ-用途まで

ﾛｽ低減。

油を使わず環境

にやさしいCV。

海底ｹ ﾌﾞﾙなど 変換器 変圧器

変電所

風力発電

太陽光発電用パワ ンデ太陽光発電ｼｽﾃﾑ 設計

家庭用からﾒｶ ｿ ﾗ 用途まで

太陽光ﾊﾟﾈﾙ間を繋ぐ電線

海底ｹｰﾌ ﾙなど

で需要が増加

変換器 変圧器
遮断器

太陽光発電用パワーコンデ
ィショナ（日新電機）

太陽光発電ｼｽﾃﾑ 設計・
施工(日新電機・住友電設)

ﾛス低減

現在 地中送電

太陽光発電の直流

＜将来的展開＞

・次世代電力網にむけ、

低ロスのケーブル・機器・

高温超電導ケーブル

ツ
バ
ル

太
陽

現在の地中送電ロス

を半減

省ｽﾍﾟｰｽ

同面積 銅比200倍

電力を交流変換

・95％の高い変換

効率でロス低減

変換器の新規・更新需要

・太陽光（風力）発電から、

ル
国

陽
光
発
電
設
備

同面積の銅比200倍の

電流を流せる。

・省ｽﾍﾟｰｽ

建設 ト削減

・電圧変動をカバー

する広い入力電

圧範囲

超電導ケーブルによる（直

流）送電、SiCインバータに

よる高効率変換

設計・施工・機器納入は1993

年より累計約800件。国内ﾄｯﾌﾟ

23

・建設コスト削減圧範囲 よる高効率変換
ｸﾗｽの実績（住友電設）



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
鉄道インフラ需要の捕捉鉄道インフラ需要の捕捉

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

新幹線・地下鉄をはじめ

殆どの車両に装備。・環境意識の高まり

鉄道需要増加の背景 空気ばね

車体の振動を軽減し
08年度 国内シェア

推定 約４割 (1位)

[世界ｼｪｱ 推定約14% 3位]

・各国政府の経済対策

・運輸効率の再認識

・ﾒｶﾞｼﾃｨ増加=都市鉄道・都市

車体の振動を軽減し、
乗り心地・走行安定性

を向上する部品。

中国・インドなどの需要増

に伴い、海外生産・販売網

を拡充中。

・ﾒｶ ｼﾃｨ増加=都市鉄道・都市

間高速鉄道需要の高まり

トロリ 剛体電車線 を拡充中。

09年9月 中国に空気ばね・防振ゴムの製造・販売ＪＶ設立

（常州住電東海今創特殊橡塑有限公司）

トロリ・剛体電車線

新幹線・一般鉄道・地下鉄などで 広く利用される

車両に電気供給を行う電線。車両 電気供給を行う電線。

08年売上実績 18億円 （機器類含む）
28

25

30
億円/年

空気ばねの売上予測<海外展開 >

・海外プロジェクト捕捉

12 13

12

14 

20 22

15

20

25

国内向け

・中国現地資本とのJV

活用 (煙台金暉住伊

電工有限公司)

3
8 9

1611

0

5

10

海外向け

24

0
07年度 08年度 09年度 10年度トロリ線



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
成長戦略成長戦略 –– 産業素材セグメント産業素材セグメント

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

売上高／営業利益（億円） 産業素材セグメントの主要課題と進捗状況

主要課題

3 019

3,500 500

特殊線 粉末合金 焼結部品 その他 営業利益売上高 ①グローバル事業展開の加速(グローバルベスト３製品)
②コア技術(新材料及び新製品の開発、加工技術等)の

更なる強化、差別化

③航空・エネルギー等 自動車以外の分野への製品展開

アライドマテリアル

886
830

2,955
3,019

2,821

2 500

3,000

400

③航空・エネルギ 等、自動車以外の分野への製品展開

④タングステン等の原材料資源の安定確保

進捗状況

特殊線

737

886
760

649

2,250

261

303

2,000

2,500

300

橋梁用や空港整備などPC鋼材事業の国内外需要の捕捉

ばねOT線、ｿｰﾜｲﾔｰの生産集約とコスト低減

太陽電池向けｿｰﾜｲﾔｰ拡販

スチールコードの海外拡販とコスト低減

412 452
351

683
737 585

409
1,500

200

スチールコードの海外拡販とコスト低減

住友ゴムとタイアップしたグローバル事業展開

粉末合金

中国向け支店開設（大連他）など、新興国向けの営業強化

575 598

456

286

412
311

500

1,000

100

TA,CBNなどの生産拠点集約とコスト低減

自動車以外(航空機、発電、鉄道など)の分野への営業強化

超硬工具のリサイクルにつき名古屋大学と共同研究継続

アライドマテリアル

399 402
669 595

5
24

0

500

0
2009予想200７

アライドマテリアル

液晶用ターゲット材、ヒートシンク、微細ダイヤ工具などの

拡販と原価低減

焼結製品20082006

25

一般品の岡山工場集約など、生産拠点集約とコスト低減



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
粉末合金事業の市場開拓の取り組み粉末合金事業の市場開拓の取り組み

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

2007年 2012年Vision 取り組み

＜新興国市場対応強化＞

地
13%

国内欧州

米州

12%
国内欧州

米州 1.中国
・支店網拡大：上海・広州・北京＋大連＋重慶

＋成都＋深圳
・駐在員増（15名体制）：ﾂｰﾘﾝｸﾞ対応力強化

域

別 52%19%

国内

ｱｼﾞｱ･中国

欧州
18% 45%

ｱｼﾞｱ･中国

欧州 ・駐在員増（15名体制）：ﾂ ﾘﾝｸ 対応力強化
・製造拠点拡大＋ﾂｰﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ設置

2.インド
・現地流通網拡大

16%
ｱｼ ｱ 中国

25% ・現地生産品目拡大（ﾏﾙﾁﾄﾞﾘﾙ､CBN）
→ﾂｰﾘﾝｸﾞ対応力強化

737億円 1 000億円

5%
その他

電機 その他

＜自動車依存脱却＞
1.革新的新材料開発

航空機､発電機の耐熱合金加工

737億円 1,000億円

5%

12%

8%

自動車

鉄鋼

機
15%

40%
11% 自動車

電機用

途

別 2 ﾀﾞｲﾔ 微細工具開発（ﾅﾉﾀﾞｲﾔ/SCﾀﾞｲﾔ/ﾀﾞｲﾔ ﾄ）

ﾀｰｹﾞｯﾄ市場 →現行ｾﾗﾐｯｸｽ比能率1.5倍目標

建・産機､自動車の難削鋳鉄加工

→現行ｾﾗﾐｯｸｽ比能率3倍目標

55%

20%

産機

40%

21%

13% 産機

鉄鋼
別 2.ﾀ ｲﾔ・微細工具開発（ﾅﾉﾀ ｲﾔ/SCﾀ ｲﾔ/ﾀ ｲﾔｺｰﾄ）

微細加工用工機ﾒｰｶとの関係強化

ﾀｰｹﾞｯﾄ市場 医療・通信・電子光学部品・精密金型

26

3.太陽電池加工用光学部品拡販



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
新製品・研究開発新製品・研究開発 ～コア技術を活用した新規事業領域への展開～～コア技術を活用した新規事業領域への展開～

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

革新的低環境負荷型素材・

システム技術へのチャレンジ

舶用超電導モータ薄膜線材

CBN-セラミックス複合材料

原材料リサイクル技術

ナノ多結晶ダイヤモンド

産業素材
電線・機材・
エネルギー

舶用超電導モ タ

環境自動車向け部品

薄膜線材

薄型高性能モータ

超電導コイル

エネルギ

Global presenceの向上

環境・エネルギー
・資源

次世代安全・環境

自動車に向けた

材料イノベーション
水処理、バラスト水処理装置

高密度電池材料・薄膜電池

ﾋﾞｽﾏｽ系高温超電導線材

エレクトロニクス自動車

Global presenceの向上

Top technologyの強化 環境・資源に優しい

材料イノベーション

高密度電池材料・薄膜電池

広帯域近赤外光源

リアクトル ﾊｰﾈｽ軽量化技術

車載光LAN、リアクトル

HEV/EV関連技術

情報通信

イ サイ

広帯域近赤外光源

パワーデバイス

グリーンレーザ

Mg合金フェムトセル

安心安全・
ユビキタス

ライフサイエンス

光技術を活用した

移動通信網

Mg合金（超小型無線
基地局）

通信 放送融合と固定 無線統合

光技術を活用した

非通信収益事業の創出次世代光通信事業への展開

GaN基板

青紫レーザダイオード

ファイバレーザ

無線アンプ・デバイス

ビジュアル情報システム

高機能ガラス

光分岐ネットワーク (PON)

次世代伝送技術(40G･100G）

高効率無線
増幅器

27

通信・放送融合と固定・無線統合

に対応する中継器・ITS機器への展開

GaN基板ァイ ザ 高機能ガラ

近赤外光による組成イメージングシステム

近赤外線カメラ

フォトニック結晶ﾌｧｲﾊﾞ

光情報配線（光USB）



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt

株主還元について～配当金・配当性向～株主還元について～配当金・配当性向～
FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

・2009年度は、年初公表通りの14円/株の配当を予定。

25

円/株

中間配当金 期末配当金 20円/株

10
2

15

20

17円/株
18円/株

14円/株

記念配

10
7

7

8

10

15

10円/株

13円/株

10円/株

14円/株

10
11

5

4 4

5

7

5

10

８円/株８円/株

5
4 4

5
6

7

10

7

0

5

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009予定20022001

34.29 48.01 76.43 100.22 112.74△26.8911.031株当り利益(円)

配当性向 23.3% 20.8% 17.0% 17.0% 17.7% 82.6% 85.4%－90.7%

21.78 16.39

28



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
住友電工グループの住友電工グループのCSRCSR取り組み取り組み

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

「住友事業精神」 「住友電工グループ経営理念」

住友電工グループ社会貢献基本理念 社会貢献活動の事例

1. 住友電工グループ社会貢献基金の設立（2009年4月）

国内外における人材育成支援と学術・研究助成を目的とした基金を設立しました。

よりよい社会

境づく
人材の尊重 技術の重視

「住友事業精神」、「住友電工グループ経営理念」
に則ったキーワード 基金の規模は、初年度１億円ですが、今後順次拡大してまいります。

先行して実施している大学講座への寄付や、海外奨学金などの国内外の取り組みを

本基金にて継承し、グローバルな社会貢献に注力いたします。

＜基金の事業内容＞
環境づくり

人材の尊重 技術の重視 容

①高度な研究支援のための大学講座への寄付

②海外の大学に在学する現地学生への奨学金支給

③日本への外国人留学生に対する奨学金支給

④国内外の初等・中等・高等教育への助成

1．人材育成、研究・学術振興、環境保全に資する取り組みを

グローバルに推進します

④国内外の初等 中等 高等教育 の助成

⑤学術・研究助成

⑥スポーツ・文化・芸術支援を通じた青少年の育成

2． 障がい者雇用特例子会社の設立

2008年度に特例子会社「すみでんフレンド株式会社」

2．国内外の事業拠点において地域に密着した

社会貢献活動を推進します

2008年度に特例子会社「すみでんフレンド株式会社」

を設立し、障がい者の方の雇用を促進。(12名を採用)

3. 社員の自発的な社会貢献活動に対する支援策

ボランティア休暇制度、マッチング・ギフト制度※を2007年度に導入

 地域社会 貢献

すみでんフレンド㈱

3．社員の社会貢献活動に対して継続的な支援を行います

4. 地域社会への貢献

・地域の環境保全への貢献（地域清掃活動、緑化推進等）

・グランド、体育館等の会社施設の開放、工場見学の受入等

・近隣の学校での出前授業の実施など

災害復興支援

創業110年（2007年）を機に「住友電工グループ社会貢献基本理念」を制定

5. 災害復興支援

2008年 中国・四川大地震被害に対する義援金（グループで総額約80百万円）

29

“Glorious Excellent Company”の実現にむけて社会貢献活動を推進

※社員が外部の基金等に寄付を実施した場合に、会社もそれに合わせて同額を拠出する制度



FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R ltFY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

添付資料
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FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
新中期経営計画新中期経営計画““12Vision12Vision”” ～～Glorious Excellent CompanyGlorious Excellent Companyへのへの飛躍飛躍

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

Glorious Excellent Company

“07Vision”
（第 次5カ年計画） 営業企画

ポートフォリオ 5事業分野

電線・機材・
エネルギー エレクトロニクス

“12Vision”
（第二次5カ年計画）

2012年度目標
（第一次5カ年計画）

2007年度目標

売上高: 2兆円
営業利益: 1,200億円
ROA: 8.0％
｢成長に向けたギア チ ンジ

営業企画

コーポレート
スタッフ研究

開発
製造

産業素材
情報通信

売上高: 3兆円
営業利益: 2,100億円
ROE: 10.0％

｢戦略性の強化」

収益性を意識した成長型ポ ト リオの構築｢成長に向けたギア・チェンジ」

自動車

収益性を意識した成長型ポートフォリオの構築

資本・財務戦略の徹底による企業体質の強化

グローバル・グループ経営の最適化

成長戦略Global Presenceの向上

海外拠点（製造、R&D、販売、物流）拡充

他社との協業 戦略的展開

Top Technologyの強化

Q･C･D･Dで世界の競合を凌駕

（品質）（コスト）（デリバリー）（開発）

知財（IP）活用

製品群 選択と集中

Global Best 3 作戦

製品群の選択と集中

売上（または技術力、収益力など）世界ベスト3へ

ベスト3に入らない製品については、撤退も視野

•住友事業精神 ・住友電工グループ経営理念

人材育成(SEIユニバーシティ)
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FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
成長分野への重点投入成長分野への重点投入 －設備投資－－設備投資－

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

設備投資計画

億円

ﾀｰｹﾞｯﾄ分野 重 点 対 策

ネ 新規受注車種対応 合理化投資

1,219

1,316

億円

自動車
ハーネス 新規受注車種対応、合理化投資

コネクタ海外生産増強
東海ゴム 受注対応・合理化など

696
1,000 情報通信

中国における光通信関連需要増加対応
合理化投資696

729 820

合理化投資

生産最適化に向けた拠点整備
増

120

91

330

500

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ FPC能力増強
合理化投資

109

12075

95
183 95

145
電線･機材･

ｴﾈﾙｷﾞｰ
セルメット増産
日新電機のアジア展開

211
100

226
150

0
産業素材

受注対応、合理化、安全・品質など
必要最低限の投資に限定
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FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
成長分野への重点投入成長分野への重点投入 －研究開発－－研究開発－

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

研究開発費

億円
ﾀｰｹﾞｯﾄ分野

高

市 場 動 向 重 点 対 策 他

750730
723

800
億円

自動車

環境 HEV/EV
軽量化
安全 ｾﾝｻ、ｶﾒﾗ
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ化

高電圧ﾊｰﾈｽ
細径化（Cu-SUS）ﾊｰﾈｽ
HEV/EV用ﾘｱｸﾄﾙ
Electric Control Unit
P Di t ib t

390

600

Power Distributor

幹線系容量増大

FTTH 無線ｱｸｾｽ拡大

高速光ﾘﾝｸ/ﾓｼﾞｭｰﾙ
光ｽｲｯﾁ、導波路部品、監視ｼｽﾃﾑ
光ｱｸｾｽ機器 無線ｱｸｾｽ機器389

414
390

400

情報通信 FTTH・無線ｱｸｾｽ拡大、
通信と放送の融合、
NGN対応、ｸﾞﾘｰﾝIT

光ｱｸｾｽ機器、無線ｱｸｾｽ機器、
IP端末機器、映像配信機器、
省電力化技術
ﾕｰﾃﾞｨﾅﾃﾞﾊﾞｲｽ子会社化の影響で増加

120
134 175

400

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

機器の小型・高密度化

ﾊﾟﾜｰﾃﾞﾊﾞｲｽ需要拡大
軽量化

高機能FPC※

高密度実装部品・材料、Li電池
GaN、SiC、AlN
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

79
71

120

55
200

半導体装置高性能化
ﾏｸ ﾈｼｳﾑ合金
ﾀﾞｲﾔ電子源

電線･機材･
ｴﾈﾙｷﾞｰ

省ｴﾈ・環境保護 高温超電導線材・ｹｰﾌﾞﾙ・ｺｲﾙ

41 4540

96 8569

0
産業素材

高精度機械加工

ﾚｱﾏﾃﾘｱﾙ希少化

高性能超硬工具、ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ製品

ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝﾘｻｲｸﾙ研究
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FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
200200９年度上期実績９年度上期実績

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

事業セグメント別売上高と営業利益

売上高  営業利益 売上高  営業利益 売上高  営業利益 売上高  営業利益 売上高 営業利益億円

２００8/上 年初公表比前年同期比

実績① 年初公表②

２００9/上

実績③ ③－②③－①

自 動 車 5,769 244 3,300 △170 3,494 △31 △2,275 △275 ＋194 ＋139 

情 報 通 信 1 340 2 1 300 0 1 290 8 △50 ＋6 △10 ＋8情 報 通 信 1,340 2 1,300 0 1,290 8 △50 ＋6 △10 ＋8 

ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 1,057 52 700 △35 727 △2 △330 △54 ＋27 ＋33 

電線･機材･
ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ

2,998 65 1,900 △30 1,836 △11 △1,162 △76 △64 ＋19 

産業素材他 1,742 132 1,000 △65 1,039 △34 △703 △166 ＋39 ＋31 

消 去 △428 △3 △300 0 △263 0 ＋165 ＋3 ＋37 0消 去 △428 △3 △300 0 △263 0 ＋165 ＋3 ＋37 0

合 計 12,478 492 7,900 △300 8,123 △70 △4,355 △562 ＋223 ＋230 
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FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
200200９年度年間業績予想９年度年間業績予想

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

事業セグメント別売上高と営業利益

年間増減2008年度 2009年度

億円 売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益

自 動 車 9 171 61 3 494 △31 4 256 201 7 750 170 △1 421 +109

下期予想 年間予想②年間実績① 上期実績 ②－①

自 動 車 9,171 61 3,494 △31 4,256 201 7,750 170 △1,421 +109

情 報 通 信 2,750 50 1,290 8 1,560 57 2,850 65 +100 +15

ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 1,829 11 727 △2 923 47 1,650 45 △179 +34

電線･機材･
ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ

5,361 89 1,836 △11 2,214 56 4,050 45 △1,311 △44

産業素材他 △ △ △産業素材他 2,821 24 1,039 △34 1,211 39 2,250 5 △571 △19

消 去 △712 0 △263 0 △287 0 △550 0 +162 0

合 計 21,220 235 8,123 △70 9,877 400 18,000 330 △3,220 +95
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FY2009FY2009 1 t  H lf R lt1 t  H lf R lt
将来情報についての注意事項将来情報についての注意事項

FY2009FY2009 1st  Half Result1st  Half Result

この資料に記載されております売上高及び利益等の計画のうち、過去または現在の事実に関するも
の以外は、当社グループの各事業に関する業界の動向についての見通しを含む経済状況、ならびに
為替レートの変動その他の業績に影響を与える要因について、現時点で入手可能な情報をもとにした
当社グループの仮定及び判断に基づく見通しを前提としております。

これら将来予想に関する記述は、既知または未知のリスク及び不確実性が内在しており、例として
以下のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。
・米国、欧州、日本その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費及び企業による設備投資の動向
・米ドル、ユーロ、アジア諸国の各通貨の為替相場の変動
・急速な技術革新と当社グループの対応能力急速な技術革新と当社グル プの対応能力
・財務的、経営的、環境的な諸前提の変動
・諸外国による現在及び将来の貿易規制等
・当社グループが所有する有価証券等の時価の変動

従いまして、実際の売上高及び利益等と、この資料に記載されております計画とは大きく異なる場合
があることをご承知おき下さい。なお、当社グループは、この資料の本リリース後においても、将来
予想に関する記述を更新して公表する義務を負うものではありません。
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